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      非行少年に係る適正な事件の捜査又は調査の推進について（通達） 

非行少年に係る事件の捜査又は調査（以下「捜査・調査」という。）については、少

年審判において、一定の場合を除いて検察官が関与できず、家庭裁判所が自ら事実を調

査し、少年に最も適切な処遇を決定するという職権主義的審問構造がとられていること

や、少年の保護処分の前提となる非行事実の認定も、非少年事件と同様、厳格に行われ

ることなどから、少年の特性に配意しつつ、個々の少年の適正な処遇に努めるとともに、

非行事実の厳密かつ周到な立証を行うことが求められている。 

また、「非行なし」事案や捜査・調査に係る不適正事案は、少年の健全育成を阻害し、

少年の立ち直り等に深刻な悪影響を与えるだけでなく、被害の回復や県民の警察活動へ

の理解、協力等の面においても、重大な支障を及ぼすこととなる。 

各警察署においては、下記の事項に留意の上、人身安全・少年課による助言・指導の

もと、適正な捜査・調査の推進に努められたい。 

記 

１　本部長指揮事件制度の効果的な運用 

　　次に掲げる事件については、犯罪捜査規範施行細則（昭和34年本部訓令第３号）に

　おいて警察本部長指揮事件の対象となっていることから、警察本部の事件主管課と警

　察署が緊密な連携のもと、効果的な運用に努めること。 

　⑴　少年事件のうち特異重要なもの 

　⑵　福祉犯罪のうち特異重要なもの 

　⑶　中学生及び高校生の少年による事件のうち身柄拘束を必要とするもの 

　このほか、 

　⑷　公判又は少年審判において立証上の問題が生じるおそれのあるもの 

　⑸　触法少年に係る事件のうち、家庭裁判所の審判に付すことが適当であるもの 

についても、人身安全・少年課に報告の上、必要な連携を図ること。 



２　人身安全・少年課による指導の強化 

　　捜査・調査において、緻密な捜査と捜査指揮能力の向上を一層充実するため、次の

　とおり、人身安全・少年課による指導を強化すること。 

　⑴　少年事件指導官による指導等 

「佐賀県少年警察活動規程」（平成20年本部訓令第３号）において、少年事件指

導官の職務として、少年事件のうち、被疑者の自白又は被害者、重要な目撃者若し

くは共犯者の供述の信用性に疑いを持たれるおそれのある事件、証拠が乏しい否認

事件又は黙秘事件、鑑定結果、実況見分や検証の結果等の信用性に疑いを持たれる

おそれのある事件、微妙な擬律判断を必要とするなど公判又は少年審判において立

証上の問題が生じるおそれのある事件等について、必要な指導を行うこととされて

いることから、少年事件指導官による統一的、客観的な指導等を確実に行い、適正

な捜査・調査を推進すること。 

　⑵　巡回指導等による指導教養の強化 

　　　警察署の生活安全課長又は生活安全・刑事課長（以下「生活安全課長等」という。）

　　等による的確な指揮や指導がなされるよう、人身安全・少年課の指導担当者による

　　巡回指導や研修会の実施など、指導教養の強化に努めること。 

　　　特に捜査・調査を担当する幹部に対しては、次に掲げる事項を指導すること。 

　　ア　捜査・調査の指揮、指導に当たっては、事件ごとに捜査・調査すべき事項を具

　　　体的に指示するとともに、少年の特性に配慮すべき事項については、確実に行う

　　　よう指導を徹底すること。 

　　イ　16歳未満の少年又は中学校等の学校に在籍する少年の身柄拘束の要否について

　　　は、犯罪の重大性、非行性の程度、保護者の監護能力等に応じ、実現しようとす

　　　る捜査目的、少年に与える影響等を総合的に判断して決定すること。 

　　ウ　身柄拘束に係る事件については、捜査の進捗状況に応じ、立証すべき事項、補

　　　充すべき事項等に関し、的確な指揮、指導を行うこと。 

　⑶　警察署長の人身安全・少年課長への通報 

　　　少年事件指導官の指導を実効あるものとするため、警察署長は、本部要指導事件

等に該当すると判断し、警察本部の事件主管課長に報告する事件のうち少年事件に

ついては、併せて人身安全・少年課長にも通報すること。 

３　少年事件選別主任者制度の効果的な運用 

　⑴　適格者の指定 

　　　少年事件選別主任者の指定については、「佐賀県少年警察活動規程」及び「少年

事件選別主任者設置要領の改正について（通達）」（平成元年佐警本例規（防少・

捜一）第２号）において、警察署長が生活安全課長等を選別主任者に、生活安全係

長（少年事件担当係長）を選別補助者に指定することとされている。 

　　　少年事件は刑事、交通、地域等の少年警察部門以外の部門において処理されるこ

　　とも多いという現状を考えると、少年事件選別主任者は、これらの部門に対して責

　　任ある意見を述べることができる地位にあることが望ましい。 



　　　したがって、少年事件選別主任者には、警察署の少年警察部門の課長を指定する

　　こと。 

　⑵　少年事件選別主任者の職務及び効果的な運用 

　　　少年の特性を十分に踏まえた捜査・調査が行われるよう、警察署長等は、措置の

　　選別及び処遇意見の決定、少年又は重要な参考人の呼出し、令状の請求、事件の送

　　致等を行うに当たっては、少年事件選別主任者の意見を聴くものとされているほか、

　　任意の少年被疑者の指紋又は掌紋の採取及び写真の撮影等についても、少年事件選

　　別主任者が意見を述べることができる。 

　　　したがって、少年事件選別主任者が捜査・調査の各段階において、警察署長等に

　　対して適切な意見を述べることができるよう、事件指揮簿、呼出簿、犯罪事件処理

　　簿等に少年事件選別主任者の決裁欄、意見欄等を設けるなどの適切な措置をとり、

　　少年事件選別主任者の効果的な運用に努めること。 

　⑶　少年事件選別主任者等に対する教養 

　　　少年事件選別主任者及び少年事件選別補助者に対しては、その指定後速やかに、

　　少年事件指導官等により、職務を遂行するために必要な事項についての教養を行う

　　こと。 

　　　また、捜査・調査を担当する幹部や捜査員等に対しても、各種会議や研修会等の

　　機会を捉え、少年事件選別主任者制度の趣旨やその職務等を周知徹底すること。 

４　人身安全・少年課による不適正事案等の把握と対応 

　⑴　不適正事案等の把握 

　　　次に掲げる不適正事案等については、人身安全・少年課に報告の上、迅速かつ的

　　確に把握し、適切に対応すること。 

　　ア　少年法、刑事訴訟法等に基づく手続に反すると指摘、抗議された事案又はその

　　　おそれのある事案 

イ　少年警察活動規則（平成14年国家公安委員会規則第20号）及び佐賀県少年警察

規程に定める事項等に反すると指摘、抗議された事案又はそのおそれのある事案 

　ウ　「非行なし」決定がなされた事件及びそのおそれのある事件 

エ　その他これらに類する特異事案 

　⑵　不適正事案等に対する適切な対応 

　少年又はその保護者等が不適正な取扱いであるとして抗議等を行っている事案や

不適正事案に対する反響が大きいことが予想される場合（マスコミや地方議会に取

り上げられる、損害賠償請求訴訟に発展する事案）等は、事案の内容を的確に把握

するとともに、事実関係及び関係者の動向等を総合的に判断し、対応策を講ずるこ

と。 

　また、不適正事案や「非行なし」決定事件等が発生した場合には、その事案の概

要及び原因等を徹底的に調査し、その結果を踏まえた業務の見直しや捜査・調査の

教訓事項等の検討を行うなどの是正措置を行うこと。 


